
Ⅵ．おわりに  

○介護予防サービスの提供は、利用者の「自立支援」に大いに役立つものであ   

ることが求められる。このためには、これまでのサービス提供の在り方を基本   

的に見直し、利用者の個別性や個性を尊重しつつ、軽度者の状態像の特性に応   
じたサービス提供を行っていくことが重要である。本WTは、こうした観点から、  
新予防給付のサービス提供の在り方について議論を行い、本報告書を取りまと   
めたところである。   

○議論に当たっては、現行の介護サービスにおける現状と課題を十分踏まえつ   

つ、今後の介護予防サービスを提供していくに当たっての基本的な視点につ   
いて整理した後、個々のサービスの基準及び報酬設定に当たっての基本的考   

え方を検討した。さらに、各介護予防サービスの位置付けを踏まえつつ、軽   
度者の状態像の特性を踏まえた、全体としてのモデル的なサービスの組み合   
わせを提示していくことについても検討が必要である。   

○介護予防サービスの提供においては、介護予防ケアマネジメントに従事する   
者は、サービス利用者の立場にたって、サービス利用者の介護予防サービス   
が適切に行われるよう、ケアプランを作成することが求められる。また、介   
護予防サービスの適切な利用の結果、それらのサービスが不要となった場合   
においても、継続的・連続的なケアマネジメントの観点から、地域包括支援   
センターが適切にフォローアップしていくことが重要である。   

○さらに、新予防給付の対象者となる方々が、自立支援に向け自ら積極的に介   
護予防サービスを利用されるよう、本WTにおける議論も踏まえながら、今回   
の介護予防に関する制度改正の趣旨や考え方について、更なる普及啓発に努   
めることが必要である。   

○なお、本WTでは新たに創設される「新予防給付」を中心として検討を行った   
が、例えば「栄養改善」、「口腔機能の向上」のようにより要介護度の高い対   
象者についても高い必要性と効果が望めるサービスがある。そのため、本WT   

で検討した要支援者を対象とした介護予防・自立支援に向けた考え方が、介   
護給付本体のサービス提供にも反映され、すべての高齢者、要介護者がそれ   
ぞれの状態に応じた適切かつ効果的な介護予防サービス・支援を受けられる   

ようにすることが重要であるとの意見があった。   

○本報告書が、介護給付費分科会での基準・報酬等にかかる議論に資すること   

を期待するものである。  
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